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財務会計とは何か？
制度会計とは何か？
財務諸表の目的
[1]財務会計
(1)会計とは何か？
その内容がわかる(3P-図１)

取引-経済活動(実像)ー大きさを測ることを測定という。
活動の大きさを数字で表現
これらの報告書のことを『財務諸表』(写像)という。
それらを外部へ伝達(開示)-ディスクロージャー-→利害関係者
会計という行為はこの測定と開示のことをいう。
それらは『会計原則・基準』によって規制されている。(P3)

認識-ある期間の取引の計算かどうか-いつの時点の取引かどうかを決めること(期間計算)

利害関係者が意志決定できるように・・・
認識したり測定したりの記録の形式には複式簿記を用いる
☆財務諸表
　・経営成績-経営成績に関する情報の提供→損益計算表(P/L)

　・財政状態-財政状態に関する情報の提供→貸借対照表(B/S)

　・キャッシュフローに関する情報提供　　　　　→キャッシュフロー計算書
(２)会計の領域
企業会計(↑)、
会計
　・ミクロ会計
　　・企業会計(利益追求を目的とした会計)

　　　・財務会計(外部報告)

　　　　・制度会計(商法、証券取引法)

　　　　・非制度会計　
　　　・管理会計(内部報告)

　　・非営利会計
　・マクロ会計(社会会計)

　　　　国民経済計算
(３)財務会計の特徴
どこに特徴があるのか？
二つ
　・会計責任の明確化
　・損益計算
頼むほうを主人
頼まれる方を使用人とすると
主人→使用人にたいし財産の委託
使用人→主人にたいし会計報告(会計責任-Accountability)

冒険企業
株式会社だと
株主(主人)

経営者(使用人)

株主→経営者にたいして財産の委託
経営者→株主にたいして会計報告(株主総会)

継続企業(継続して営業を行う組織)

会計報告を一定期間ごとに報告-期間計算-
株式会社における会計責任
財産を提供してるのは株主だけではなく、銀行なども
・株主-出資-自己資本
・債権者-貸す-他人資本
有限責任(株主)

自分が出資した額において責任をおう。
株主と債権者の利害調整が問題
　債権者「儲かってもいないのに配当されると、正直困る」
☆損益計算をいかに適正に行うのか
受託責任会計(会計責任の明確化)

利害調整会計(損益計算)

意思決定会計(報告されたものに対してなんらかの意思決定を行う)
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制度会計とは？
txtP39

2.制度会計
(1)意義(外部報告のための会計)

　　法律制度の一環として、その規制の下に行われる財務会計領域
　・証券取引法会計
　・商法会計　　　　　　　　→外部報告を目的(ディスクロージャー)
　(・法人税法→利益を元に課税額が決定
　　　　　　　　　　　　　　　　→課税所得の計算を目的)

◎規制の必要性
　　会計基準(原則)

　　・財務諸表の比較可能性
　　　→(確保するため)全ての会計処理方法を認めるのではなくて、
　　　　一部の会計ルール(認められた方法)だけを認める恣意的操作を防ぐため
　　・恣意的操作
(2)商法会計(P41)

　一、商法会計の目的(=理念)

　　　　→債権者の保護
　　　株主が有限責任(出資した額以上の責任を負わない)だから
　　　　P41~42
　　　　資本の充実・維持の原則
　　　　配当可能利益の限度額の規制(債権者の保護が最優先)

　二、会計規制の対象→商人全般
　　　　　　大、中、小
　三、会計基準(ルール)

　　　　　『処理』→商法の会計規定
　　　　　『表示』→計算書類規制
　四、会計監査→監査役監査が中心
　　　　商法で決められている。
　　　　大会社では会計監査人(監査をやる専門家)監査も必要
　五、開示書類→株主宛報告書、決算公告
(3)証券取引法会計
　一、理念→一般投資家の保護
　　　　　　　　　↓株、債権への投資者-情報提供
　二、会計規制の対象→有価証券の募集(新たに株式を発行する-申し込みの勧誘)

　　　　　　　　　　　　　　　　 売り出し会社(すでに保有している株の売却)

　　　　　　　　　　　　　　　　 上場会社など
　三、会計基準(ルール)

　　　　　・処理→「企業会計原則」その他の会計基準
　　　　　・表示→財務諸表規則-非常に詳細な表示を求める
　四、会計監査→公認会計士又は監査法人による監査
　五、開示書類
　　　　　・発行市場-有価証券届出書
　　　　　・流通市場-有価証券報告書(内容はほぼ同じ)

　　　　連結財務諸表(グループ全体)が中心
<証券取引法と商法との関連>
◎商法　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◎証取法
　　　　　　　　　公正なる会計慣行(実務)

　　　↓要約　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓ルール化
「公正なる会計・慣行」の規定(32条2項)　←　企業会計原則その他　
↓　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓
商法計算規定　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓
↓　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓
計算書類規制により　　　　　　　　　　　　　　　　　財務諸表規制
↓作成　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ↓作成
計算書類　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　財務諸表
↓提出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓提出
株主総会　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　証券取引所、総理大臣
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[3]会計公準
(1)意義
　会計が行われるための基礎的前提
→・形式的→簿記手続、記録、計算
　 ・実質的→会計上の概念、処理の原則手続きに影響を与える
・会計公準の位置づけ
会計処理手続→定率法、定額法による減価償却→上部構造→簿記
原則(基準)→費用配分の原則→中間構造→財務諸表論
基礎的前提→継続企業の公準→基礎構造
(2)企業実体の公準
形→会計単位が設定されるという前提
実→企業を株主から独立した別個のものとみなす
　　　所有と経営の分離
↓会計主体論
・資本主理論　資本-負債-資本
↓↑
・企業主体理論　資産-資本
　　　　　　　　　　　　(他人資本+自己資本)

(3)継続企業の公準
形→期間計算が行われるという前提
　　　(会計期間の公準)

実→会計処理は継続企業の立場から行う
　　　固定資産→売却時価×
　　　　　　　　　　　取得原価○
(4)貨幣的評価の公準
形→会計上の記録・計算は貨幣額で行う
実→貨幣価値は安定しているという前提
[4]財務諸表と会計原則
(1)財務諸表とは
決算にあたって会計帳簿から作成される各種の計算書をいう
　　貸借対照表→Balance Sheet ,B/S

　　損益計算書→Profil and Loss Statement , P/L

(2)損益計算書と貸借対照表
①経営資本の循環との関係
<商業>

貨幣→商品→売掛金等→貨幣
<工業>

　　　　　　　　　　　　　　　　原材料
他人資本　→　貨幣　→労働力　　→(製造)製品→(販売)売掛金等→貨幣
自己資本　　　　　　　　　 機械設備
                                外部設備
→調達　　　　　　←←　　　資本投下　　　　　　　→→回収
・B/S→期末における資本の調達源泉と運用形態
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<具体例>

①現金20万円を出資して株式会社を設立し、さらに現金10万円を借り入れて商品販売業を行うことにした。
②商品10万円を仕入れ、代金は現金で支払った。
③商品のうち5万円を8万円で売却し代金のうち2万円を現金で受け取り残高は掛とした。
①　　　　　B/S(貸借対照表)

　　　　　　　　借入金　10

現金 30　 　資本金　20

②　　　↓　B/S
商品　10　　借入金　10

現金　20　　資本金　20

③　　　↓　B/S

*商品　  5　  借入金　10

*現金　20　　資本金　20　　　　　　　　
　　　　　2　　　利益　　　 3　　　　　　　　
*売掛金6
*未回収の投下資本
*未投下の資本
*回収済みの投下-資本(5)+利益(3)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　P/L(損益計算表)

犠牲となった投下資本→費用(売上原価)　5　　　　　　　収益(売り上げ)　8←回収された貨幣など
　　　　　　　　　　　　　　　　 利益　　　　　　　　 3

・複式簿記との関係
取引→(仕訳)→仕訳帳→(転記)→元帳→(集計)→試算表→(整理)→P/L・B/S
→　日常の記帳　　　　　　　　　　　　←→　　　　　決算手続　　　　　　　　　　←
　残高試算表
資産　　　負債　　→


　
②?貸借対照表
　　　　　　資本



　　　　資産　　　　　　負債


費用　　　収益　　→　　　　①損益計算書　　　　　　　　　　　　　　　　　資本


　　　　費用　　　　　　収益　　　　　　　　　　　　　　　純利益
　　　　

　　　　純利益
・損益計算との関係
　・損益法→収益-費用=利益(損失)

　・財産法→期末資本-期首資本=利益(損失)

【3】会計原則の必要性
①財務諸表の社会的信頼を得るため
・財務諸表の作成基準(これがないと信頼を得られない)

・監査人による財務諸表の適正性の判断基準
②財務諸表の比較可能性
→国際的会計基準
☆日本の会計原則
　・企業会計原則
　　一般原則、P/L原則、B/S原則
　・個別の会計基準
→next 　一般原則、P/L原則、B/S原則
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[5]一般原則
(1)真実性の原則
　　　企業会計の最高規範
・真実の意味→相対的な真実
・財務諸表の本質→会計処理の多様性
　　　　　　　　　　　　　　将来の予測、見積もりの介入←判断
・真実性の原則の2つの側面
①適正→会計ルールに従っている
②恣意性の排除→粉飾決算は駄目。
(2)正規の簿記の原則
　二つの解釈
　　①狭義説→帳簿記録に関する原則(網羅性、検証性、秩序性)=複式簿記
　　②広義説→会計全般に関する原則(記録、処理、財務諸表の作成)←誘導性→財産目録法
・重要性の原則との関連
　重要性の乏しいもの→簡便な処理
　簿外資産、負債
(3)資本と利益区別の原則
　　資本=元本
　　利益=果実
・会計上の資本概念
総資本(負債+資本=総資産)ー負債(他人資本)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 資本(自己資本)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　→企業に拠出された元本(第三の)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資本金(第四の)　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資本剰余金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　留保利益(利益剰余金)

・資本取引→元本を増減させる取引
　　　　　　　　　(資本金と資本余剰金)

・損益取引→果実に相当する利益剰余金を増減させる取引
・資本、利益区分の原則が要請理由
　①情報の有用性の観点
　　利益の過大(少)表示
　②企業維持の観点　資本の一部が課税、配当の対象
(4)明瞭性の原則
　　会計上の報告に関する原則
　　↓財務諸表の形式
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一般原則の残り
(5)継続性の原則
　①実質的継続性と形式的継続性
　　　→損益へ影響　　→表示方法の変更
　②問題とされる状況
　　・1つの会計事実に複数の処理方法が認められている
　　・認められる方法から認められる方法への変更
○→○　→継続性
○→×
×→○　→当然の変更
×→×
　③要請理由
　　・恣意性の排除→利益操作の排除(主たる理由)
　　・比較可能性の確保→財務諸表の期間比較
　④正当な理由による変更
　　・外部環境の変化
　　　会計関連法令の改廃
　　　経済環境の急激な変化(インフレ)

　　・内部環境の変化
　　　経営方針(内容)に変更
　　　経営規模の著しい変化
　　　経営組織の改編(合併)

・変更を行った場合の注記
　・その旨
　・変更の理由
　・変更による影響
(6)保守主義の原則
　①意義
　　「予想される利益は計上すべからず、予想される損益は計上すべし」
　　・利益の過大計上→財産の流出→企業の弱体化
　　・利益の過少計上→資金が留保→企業の維持存続
　②真実性の原則との関係
　　・過度に保守的な会計処理
　③具体的適用例
　　・会計処理方法間での選択→定率法を選択、インフレ時の後入先出法の選択
　　・予測見積りが必要な場合→質倒引当損の計上、耐用年数を短かく、残存価格を少額
(7)単一性の原則
　　↑真実性の原則の一部
　?実質一元・形式多元
→同一の会計記録から財務諸表を作成(二重帳簿の作成禁止)

(8)重要性の原則
　①意義
　　・重要な科目→正確な処理、明確な表示
　　・重要性の乏しい科目→簡便な処理　表示の容認
　②重要性の意味
　　・量的重要性(金額の重要性)

　　・質的重要性(科目の重要性)→不正の対象となりやすい→別科目で表示
　③他の一般原則との関連
　　・会計処理の面→正規の簿記の原則
　　・表示の面→明瞭性の原則
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貸借対照表
P292

(6)貸借対照表の作成原則
　①貸借対照表とは?

　B/S(バランスシート)

　・企業の財政状態を明らかにした表
　　　　　　　↑資産、負債、資本
　・一定時点の表
　　→決算日
　・二つの見方→平均、残高
　　平均表と見るか残高表と見るか
平均表→目的-財産計算の手段
　　　　　作成方法-財産目録法(帳簿記録)

残高表→目的-損益計算の手段
　　　　　作成方法-誘導法
　②B/Sの種類(作成時期)

　　・開業B/S(企業立ち上げ)

　　・生産B/S、破産B/S(あぼーん)

　　・決算B/S　
開業、生産、破産→財産目録法によって作成
決算→誘導法によって作成
　③B/Sの様式
　　　1,勘定様式→資産、負債、及び資本をそれぞれ左右対称に記載する様式である。
　　　2,報告様式→資産、負債、資本の順に記載
　④B/Sの区分
　　　資産の部→三区分　1,流動資産　2,固定資産　3,繰延資産
　　　負債の部→　　　　　　1,流動負債　2,固定負債
　　　資本の部→　　　　　　1,資本金　　2.資本準備金　3,利益準備金　4,その他の剰余金
　　*固定資産
　　　・有形固定資産
　　　・無形固定資産
　　　・投資その他の資産　
　☆流動、固定の区分基準
　　①営業循環過程基準
　　　　貨幣→材料その他→製品(商品)→売掛金→貨幣
　　　この過程に現れる項目を流動とする=正常
　　②1年基準(ワン・イヤールール)

　　　　決算日の翌日から1年以内に回収、又は支払いが行われるか否か
　　　yes→流動項目　no→固定項目
　⑤B/Sの配列
　　　1,流動性配列法(原則)→(1)流動項目(2)固定項目
　　　2.固定性配列法　　　　→(1)固定項目(2)流動項目
　⑥B/S完全性の原則と総額主義の原則
　　　1,完全性の原則(貸借対照表は、企業の財政状態を明らかにするため、貸借対照表日における全ての資産、負債及び資本を　　　　　　記載し、株主、債権者その他の利害関係者にこれを正しく表示するモノでなければならない。)
　　　　「すべての」→完全性(絶対的なものではない)

　　　　・簿外資産　簿外負債は認められる場合もある(重要性の原則)　
　　　　・架空資産、架空負債はいかなるものも認められない
　　　2,総額主義の原則←→純額主義
　　　　売掛金と買掛金
　　　　貸付金と借入金
　　　　→相殺表示の禁止
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損益計算書
[7]損益計算書の作成原則
　(1)損益計算書とは(損失&利益)

　一定期間の経営成績を明らかにした計算書
　　　profit or loss　P/L
　　　↑収益と費用の対応
　(2)作成目的
　　①尺度的期間損益の表示→当期業績主義
　　②処分可能期間損益の増減数とその発生原因の表示→包括主義
(2)P/Lの様式と区分
　①様式→報告様式と勘定様式　　
　一般的には報告様式
　②区分→無区分式と区分式→収益・費用を源泉別に対応表示
　　　　　　　↑総収益と総費用の差額として当期純損益を表示
　　　　　　　明瞭性の原則から区分式がいい。
(3)区分P/Lの内容
①企業会計原則
　・営業損益計算の区分
　　本業による利益→営業利益(損失)

　・経常損益計算の区分
　　営業利益+営業外収益-営業外費用=経常利益にした計算書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↑当期業績主義に基づく利益
　　　経常利益を最も重視
　　　*増収増益(売上高・利益)

　・純損益計算の区分
　　税引き前当期純利益
　　↑包括主義に基づく利益
特別利益と特別損失(前期の修正、災害による損失などの臨時的項目)

含める   →包括主義に基づく利益
含めない→当期業績主義に基づく利益
☆当期未処分利益の計算　
②商法　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　営業損益の部→営業損益計算
　　・経常損益の部　　
　　　　　　　　　　　　　　営業外損益の部→経常損益計算
　　・特別損益の部→純損益計算
・売上原価の計算過程ない
・売り上げ総利益の表示ない
・当期利益
(4)P/Lに関わる諸原則
　①費用収益対応の原則テストに出そうｷﾀ━━━(ﾟ∀ﾟ)━━━ !!!!!

　　期間収益とそれに関連する費用を算出して、結びつけること
・費用収益の対応の種類
　1.個別的対応→もの(商品製品)を媒介とした対応
　　　　　　　　　　　　(売上高と売上原価)→直接的対応
　2.期間的対応→会計期間を唯一の媒介とした対応→間接的対応
　　　　　　　　　　　　(売上高と一般管理費)

②総額主義の原則
　対応する収益と費用を直接相殺しない
　(売上高と売上原価の相殺)

6/18

実際に損益計算書を作るときのルール
費用と収益をどんな金額で載せるのか
[8]費用・収益の認識と測定
　(1)費用・収益の意義と分類
意義①収益とは→商品の販売やサービスの提供などによって企業に流入した価値
　　　(商品・サービスなどの対価)

　　②費用とは→収益を獲得する過程で消失されて企業から流出した価値
　　　(収益、成果を得るために費やされた努力を金額的に表したもの)

分類
　広義の利益・費用
　　①経常的な収益・費用(狭義)

　　　　　　　　　　　　　　　→営業活動により生ずるもの(営業収益・営業費用)

　　　　　　　　　　　　　　　　　営業活動以外の活動により生ずるもの(営業外収益・営業外費用)

　　②経常的でない収益・費用
　　　ほとんど生じない　→特別利益
　　　　　　　　　　　　　　　　 特別損失
　(2)認識と測定の意味(期間損益計算)
　①認識→収益と費用の期間帰属を決めること
　　認識のルール→現金主義・発生主義・実現主義
　②測定→認識された収益と費用の金額を決定すること。
　　測定のルール→収支額基準
　　　　　　　　　　　　　現金収入と現金支出
7/2

試験
論述問題　説明問題
～について説明しなさい
専門的用語の説明問題(七個から八個)

論述問題(二題くらい)

範囲は前期の範囲。
ノートの復習を推奨
持ち込みは不可よ。
(4)費用・収益の認識基準
　実現主義→販売基準
◎営業循環と収益の認識時点(変造業)

　(a)原材料の仕入れ
→*(b)製品(サービス)の生産→生産基準(発生主義)

→*(c)製品(サービス)の販売→販売基準(実現主義)

→*(d)販売代金の回収　　　 →回収基準(現金主義)

*収益に関するもの
この3通りが考えられる
一般的には(c)である
◎実現主義が原則として採用される根拠
(d)ではだめなのはなぜ?

①計算の客観性又は信頼性の確保
　(b)の段階だと予想の価格でしか計算できない→×
②利益処分の可能性(資金の裏付けが得られる)

　(c)だと現金又はそれに近いものが入ってくる
販売の時点で収益を計算
(5)収益の認識時点-具体例-

①通常の販売
認識時点→現品の引き渡しなどによって販売の事実が認められたとき。
受注→発送→引き渡し→得意先による検収→代金請求→代金回収
②委託販売
A社(委託者)→B社(受託者)→C社(第三者)

　　　　　　①商品の積送　　　②販売
　B→A③仕切精算書
◎Aの収益認識時点
　①?②?③?

原則は②の時点=受託者の委託された商品をした日
例外→仕切精算所到達日
③試用販売
　×試用のために商品を発送(引渡)したとき
○得意先が買い取りに意思表示したとき。
④予約販売　　
　×予約金を受け取ったとき
　○商品の引渡時
⑤割賦販売
　原則→通常の販売と同様商品の引渡時点(販売基準)

　例外→回収基準(or回収期限到来期順)

↑保守的
代金の回収期間が長期化→貸倒の危険性が高い
アフターコストがかかる
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ラスト二回。
用語説明が7～8

論述問題が二題
B5で二枚。
その問題におけるポイントを書く
意義5行、例7～8行のように
ｷﾀ━━━(ﾟ∀ﾟ)━━━ !!!!!ｷﾀ━━━(ﾟ∀ﾟ)━━━ !!!!!

論述問題は?

一般原則-重要性の原則はでない。残りの七つの中からでます☆
用語の説明
　専門用語
　一般的な用語ではない
一般原則から出ている
重箱の隅をつついたような問題は出ない
総論(試験範囲)

会計原則論(試験範囲)

損益会計論(試験範囲)
資産会計論
収益の認識時点
<長期請負工事販売>

建物:船舶→建設に長期間を要する
①工事完成基準→工事の完成・引渡を持って収益を計上(販売基準)

②工事進行基準→工事の進行割合に応じて収益を計上(実現主義の例外、発生主義・生産基準)

↑の二項目を選択適用
◎工事進行基準が認められている理由
　①販売確実性(販売が確実)

　②販売価格の決定
　③工事完成基準→工事利益の変動(期間的に)
∴工事進行基準の方が合理的である
<収穫基準>

公定価格のある農産物(お米とか)

→収穫が完了し、販売しうる状況になったときに、収益を計上する基準(実現主義の例外)

→販売が確実であり、販売価格も決定しているから
<まとめ>

受注→生産開始→生産完了→販売(引渡)→回収期日→入金
実現主義　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↑(販売)の時点で収益を計上するもの　　実現主義　
工事完成基準　　　　　　　　　　　　　　　　　↑




実現主義
収穫基準　　　　　　　　　　　↑(生産完了)の時点で収益を計上　　　　　　　　　　　　　 発生主義
工事進行基準　　↑　～　↑(生産開始から完了まで)-生産基準　　　　　　　　　　　　発生主義
回収期限到来基準　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↑(回収期日)　　　　　　　割賦基準
回収基準(入金基準)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↑(入金) 割賦基準
--------------------------------------------------------------------------------------------------------------

[9]資産の本質と評価基準　
(1)資産とは?

　①静態論(ｾｲﾀｲﾛﾝ)の資産概念
　　　↑とは、会計の目的→財産計算
　売却によって換金可能なもの(債務の弁済可能)

資産とは売ればお金になるもの
　②動態論の資産概念
       ↑とは、会計の目的→損益計算
　企業活動の一定時点において経営資本の循環過程にあるもの
資産とは資本の運用形態を表すもの
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(2)資産評価の重要性
　負債→契約によって金額が確定している場合が多い
　資本→資産ー負債
・資産の評価は損益計算に影響を与える
　資産の過大評価→純利益↑
　資産の過小評価→純利益↓
売上原価=期首商品+当期仕入高ー期末商品
売上原価下がると期末商品は上がる
(3)資産の評価基準
①取得原価(過去志向的評価)

　資産を取得したときに実際に支払った貨幣額で評価
・原則的評価基準
　Δ客観性
　Δ処分可能な利益の計算が可能
　・商品を100円で仕入
　　・その商品を150円で売却した(現金で)

　　150-100=50円が利益(現金に裏付けられた利益=処分可能な金額)

　・その商品の期末の時価が150円になった
　　150-100=50円利益
　◎実現主義
②取替原価(現在志向的評価)
　現在、保有中の資産を現時点において取り替えるとしたと仮定する場合に必要な貨幣額で評価
③販売時価(現在志向的評価)

　現在、保有中の資産を現時点で販売した場合に得られる貨幣額で評価
　　　　購入市場　販売市場
過去 取得原価　   　　　　　←原価評価
現在 取替原価　販売時価←時価評価
未来 　　　割引現在価値　　
④割引現在価値(未来志向的評価)

　保有中の資産が将来においてもたらす純収入額を見積もって、これを適切な割引率で現在価値に割り引いた額で評価
ﾃｽﾄｷﾀ━━━(ﾟ∀ﾟ)━━━ !!!!!

試験範囲は
損益会計論まで…
会計とは何か?

財務会計　
会計公準
一般原則
貸借対照表作成の一般的原則
　表示の形式
　誘導固定分類
損益会計論
支出額
認識
年金
権利確定主義
実現主義
論述はポイント毎に。
　意義、必要性
一題は一般原則から…
　8個の中から(重要性の原則は除く)

一般原則の要点をまとめておく
用語　
総論、費用と収益の認識、まんべんなく出ている
　専門的な用語を3-4行で説明
　
権利確定主義
・法律上　権利として確定した時点→収益を計上
・法律上　義務として確定した時点→費用を計上
実現主義
・販売事実が生じた場合に収益を認識計上する方法→販売基準
・実現の2用件
(1)物・サービスが外部に提供され、引渡されている
(2)それと引き替えに、現実又は現実等価物が受領されている
売掛金・受取手形
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<10>現金・預金
(1)現金-通貨,

-通貨代用証券
・他人振出の小切手
・郵便為替証書
◎先日付小切手の処理(現金勘定で処理しないで振出日に現金勘定に振り替える)

◎現金過不足勘定
帳簿残高<実際有高
→過剰な場合(雑益)

帳簿残高>実際有高
→不足な場合(雑損失)

(2)預金
現金預金(現金と預金の区別はあまり意味ない)

普通預金,定期預金,当座預金(無利息)

企業-手元に置いておくよりも銀行に預けた方が安全であり、小切手での支払いが便利
◎当座預金の照合
企業の帳簿残高と取引銀行の出納記録
→不一致の場合→銀行勘定調整表
<11>手形債権
(1)手形債権の種類
・営業手形(商品販売orサービスの対価として受け取ったもの)受取手形(勘定項目)
・営業外手形-営業外受取手形
・金融手形(お金の貸付のための手形)借用証書の代わりに受け取った手形-手形貸付金
(2)不渡手形
手形の支払人が資金不足などのために、期日に支払不能となった手形-受取手形→不渡手形
(3)手形の償還義務
・裏書譲渡
・割引
手形の振出人→A

　商品を販売して振出
　　　　　　　　 A→B

Aは受け取ってある小切手に裏書をしてBに支払うことが出来る
　　　　　　　　B→C

Bは手形に裏書をしてCに支払うことができる
　　　　　　　　C→手形の振出人
Cは手形の振出人に支払い請求をする
手形の振出人が支払いの拒絶(不渡)した場合、CはBに対して支払いの請求を行う。BはAに請求出来る。
=手形の遡及(てがたのそきゅう)or手形の償還請求
BはCに代金を支払う義務が生じる=手形の償還義務-会計上偶発債務という
注記により開示する(偶発債務、裏書)
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[12]金銭債権の評価
(1)売掛金と未収金
売掛金→得意先との通常の取引によって生じた営業上の未収金
掛取引→信用取引
未収金→営業取引以外の活動で生じた未収金
(2)金銭債権の評価
評価→B/S価額の決定
・債権金額から貸倒見積額を控除した金額で評価する
・債権金額よりも実質的に低い(高い)価額で取得する場合
<例題>

A社は2001年2月1日にB商店より、売掛金\98,000の決済のための他店振出同店所有の約束手形(額面額\100,000、満期日:同年5月31日)を受け入れた。決算日は3月31日である。
2001年2月1日
(受取手形)98,000/(売掛金)98,000

2001年3月31日
(受取手形)1,000/(受取利息)1,000

(100,000-98,000)×2ヶ月/4ヶ月=1,000

→償却原価法
(3)貸倒の見積り
(貸倒引当損)XXX費用勘定/(貸倒引当金)XXX

債権金額に対する控除的評価勘定
貸倒損失:回収不能になったもの
◎貸倒見積額の算定方法
①一般債権
　過去の貸倒実績率など合理的基準により算定
②貸倒懸念債権(予想しうる)

　担保・保証による回収見込額を減額した残額について算定
③破産更正債権(すでに経営破綻確定)

　担保・保証による回収見込額を減額した残額
◎貸倒引当金の設定方法
①差額調整法
②洗替法
☆貸倒引当金の残高\10,000

期末の債券額
\1,500,000×1%=\15,000

元々10,000円として設定してるので5,000だけ増やしてやる
①(貸倒引当損)5,000/(貸倒引当金)5,000

②(貸倒引当金)10,000/(貸倒引当金戻入)10,000収益
    (貸倒引当金)15,000費用/(貸倒引当金)15,000

[13]その他の債権
(1)経過資産
　・前払費用、未収収益
継続的な役務の提供
(2)前払金
→支払手付金
(3)貸付金
借用証書、立替金→一時的な金銭の立替
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有価証券
[14]有価証券
(1)有価証券の意義と分類
証券取引法上の有価証券→株式、公社債(債券-感じ注意です)

→資産として計上
*自己株式(自社で買った株を保留する)

株の発行により資本が増えている、自分で買う場合は『資本の減少』と考える。
→資産計上はしない
◎流動資産とするか固定資産とするか?

☆保有目的
・時価の変動により、利益を得ようとする目的
　→流動資産
・一年以内に満期の到来する債券
　→流動資産
・他企業の支配、持合株
　→固定資産
(2)有価証券の取得価額
①購入
　購入代価+買入手数料(付随費用)など=取得価額
・平均原価法
<例>

当期中に2回に渡って購入していたA社株式3,000株のうち、1,000株を1株あたり\3,650で売却し、代金は月末に受け取ることとした。
獲得状態
第1回目→2,000株、1株あたり\3,700で購入
第2回目→1,000株、1株あたり\3,400で購入
1回目の取得:2,000株で\3,700=\7,400,000

2回目の取得:1,000株で\3,400=\3,400,000

→\10,800,000

1株あたり\3,600

(未収金)3,650,000/(有価証券)3,600,000

　　　　　　　　　　　　 /(有価証券売却益)50,000

②払い込みによる場合
　取得価額=払い込んだ金額
③贈与(交換)

→取得価額=受け入れた時点の市場価額など
(3)有価証券の(期末)評価
・原価主義(期末の時価を考慮せずに買ったときの時価)

・時価主義(期末の時価を考慮)

→内容によって評価の基準を変えている
種類-四つ。
①売買目的有価証券
　時価で評価。評価差額は当期の損益として処理。
②満期保有目的の債券
　取得原価で評価。償却原価法
強制評価減(時価があまりに下がっている場合)

③子会社株式・関連会社株式
　取得原価で評価
強制評価減の適用あり
④その他有価証券(持合株)

　時価で評価
・評価差額
　・資本の部
　・評価益が出てる→資本、評価損が出てる→損失
⑤市場性のない有価証券
・債券→取得原価で評価
　◎回収可能見込額で評価
・株式→取得原価で評価
実価法
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定期預金
有価証券
手元流動性+売掛金,受取手形
↑当座資産
流動資産
　当座資産、棚卸資産、その他
棚卸資産についてのポイント
[15]棚卸資産の意義と取得価額
　(1)棚卸資産とは何か?

・棚卸しによって有高が確定
・将来、費用となる資産
◎種類
　・商品
　・仕掛品　
　・原材料、(貯蔵品)

　・事務用消耗品
◎棚卸資産会計の問題領域
①取得価額の決定
②売上原価(消費原価)の計算→費用評価
③期末有高の計算→資産評価
④売上高の決定→損益計算
(2)取得価額の決定
①購入の場合
取得価額=買入代金-仕入値引・割戻し
　　　　　　　　　+付随費用(副費)

☆副費☆
・外部副費→引取運賃
・内部副費→購入事務費、移送費
*仕入割引
②製造による場合
適正な原価計算基準に従って計算された製造原価=取得価額
　　　　　　↑材料費、労働費、経費
③贈与・交換の場合
　受け入れた棚卸資産の公正な評価額=取得価額
[16]棚卸資産の費用評価
(1)売上原価(消費原価)の計算
　→払出単価×売上数量
(2)数量計算=払出数量計算
・継続記録法→商品有高帳
・棚卸計算法→期首数量+当期仕入数量-期末数量
(3)払出単価の計算
　①先入先出法→物の流れに注目
　②後入先出法→
　③移動平均法
　④個別法
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[17]棚卸資産の資産評価
(1)期末有高の計算
　期末の実際数量×単価
①数量計算
現品調査
②単価計算
→原則:取得原価
   例外:著しく時価が下落,回復の見込み無or不明
→下がっている時価で評価(評価損の計上)

☆低下法
→時価と原価を比較してどちらか低い方で評価をする
⇔☆原価法
原価法で計算していてもやばめのときは時価で評価ですо
(2)特殊な資産の評価法
①小売棚卸法
期末の売価棚卸高×原価率=期末評価額
②最終仕入原価法
→決算日に最も近い
[18]棚卸減耗費と棚卸評価損
(1)棚卸減耗
帳簿棚卸数量-実地棚卸数量=減耗量
減耗量×単価(取得原価)=棚卸減耗費
3000個-2900個=100個
100個×200円=20,000円
棚卸減耗費↓
　原価性がある(売上原価,販売費)

　原価性がない(営業外費用,特別損失)

(2)評価損
①強制評価減(営業外費用,特別損失)

②低下法(売上原価,営業外費用)

③品質低下,陳腐化による評価損
→棚卸減耗の場合と同じ
<例>

・期末商品帳簿棚卸高@10,000円×400個=4,000,000

・期末商品実地棚卸高@9,500円×380個=3,610,000

(注1)低価格法を採用
(注2)帳簿棚卸数量の2%は通常生ずる減耗である
　400個×2%=8個(正常な減耗)

20個減ってるから
8個は原価性あり
12個は原価性ない
・商品評価額(10,000-9,500)×380個=190,000

・棚卸減耗費(400-380)×10,000=200,000

　80,000→棚卸減耗費
120,000→棚卸減耗損
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[19]固定資産の意義
(1)意義・分類
◎使用目的・長期的保有→有形・無形固定資産
◎支配統制目的などによる保有有価証券→投資その他の資産
(2)有形固定資産
・償却資産→建物、備品、車両...

・非償却資産→土地
・建設中の固定資産(建設仮勘定)

[20]有形固定資産の取得価額
(1)取得価額の決定
①購入の場合
買入代金+付随費用-値引きなど
外部副費、内部副費=取得価額
②自家建設の場合
適正な原価計算基準によって算定された製造原価=取得価額
↑借入金利子を入れてはならない、でもある条件で入れてもいい
借り入れたものが建設のために使われているとはっきりしてるならOK

・製作損益
③現物出資の場合
⇔金銭出資
株式の発行価額総額=取得価額
④交換の場合
　○受入資産(または提供資産)の交換時における時価
　→交換差損益の計上
　◎提供した資産の簿価を引き継ぐ方法
⑤贈与の場合
　◎受入資産の公正な評価額(時価)=取得価額
　○無評価
(2)資本的支出と収益的支出
・固定資産に関する支出
　固定資産の原価を構成するもの→資本的支出
支出があった年度の費用として処理→収益的支出
*固定資産使用以後の支出
 ・現状維持=修繕費…収益的支出
 ・価値を高める=改良費…資本的支出
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*級数法
<例>

備品の取得原価　1,500,000

残存価額:取得原価の10%

耐用年数5年
(1,500,000-150,000)×5/15=450,000(一年目)

(1,500,000-150,000)×4/15=360,000(二年目)

*生産高比例法→固定資産の利用度
減価償却費=(取得原価-残存価額)×実際総生産高/予定総生産高
[23]減価償却の処理と償却単位
(1)処理
①記帳方法→直説法、間接法
②除却と売却
<例>

備品(取得原価=60,000、減価償却累計額=54,000)を除却したが、まだ使用可能なので倉庫に保管してある。
その処分価値は4,000と見積もられる。
(減価償却累計額)54,000/(備品)60,000

　　　　　　　(貯蔵品)4,000/

(固定資産除却損)2,000/

③耐用年数の予定と実際との差
・予定>実際→償却不足分を臨時償却
・予定<実際→過去の過大償却分を戻し入れて、改めて減価償却を行う
(2)償却単位
個別償却
総合償却
→組別(グループ)償却
合成償却→平均耐用年数
[24]償却不要資産
(1)永久資産
永久に減価しない資産→土地
・処理
原則=取得原価で評価
評価益→法令等で評価替えが認められた
評価損→著しい機能的減価=臨時償却
(2)取替資産
部分的取替によって全体が維持される資産→鉄道のレール
①廃棄法
②取替法
③50%償却法
<例>

①固定資産10,000を現金払いで取得した。
②5年後にその資産を廃棄した。
③取替のために新しい固定資産15,000を現金払いで取得した
<廃棄法>

①(固定資産)10,000(現金)10,000

②(減価償却費)10,000(固定資産)10,000

③(固定資産)15,000(現金)15,000

<取替法>

①↑と同じ
②仕訳無し
③(減価償却費)15,000(現金)15,000

<50%償却法>

最初は通常の減価償却を行う。
帳簿価額→取得減価の50%→取替法にかえる
・建設仮勘定
→作りかけは償却不要。
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[25]無形固定資産
・投資その他の資産
(1)無形固定資産とは
長期保有、使用財(目的)+無形
(形があるかないかの違い)

@法律上の権利(特許権、商標権)

ソフトウェア(社内利用目的・市場販売目的)製品マスター
@経済的事実上の財産(営業権・のれん)

@無形固定資産の評価
取得価額の決定→購入代価+付随費用
　　　　　　　　　　
　研究開発コスト+付随費用
償却あるいはなし崩し償却
→計画的、規則的
・償却費の計算方法→残存価格はゼロ,定額法
(2)のれん
ある企業の平均収益力>同種の他企業の平均収益力
→超過収益力の原因=のれん
(例)

・商号,商標が広く知れ渡っていること
・営業所の立地条件
・経営上の人的構成
@のれんの資産性
二つのタイプがある
①買い入れのれん→企業合併,営業譲り受けなどの有償取得(お金を払って購入)→計上する
②自己創設のれん(自然発生のれん)→現行だと資産計上しないですo

(例)

資産合計320万円、負債合計170万円の他企業を200万円の小切手を振り出して買収した。
150万円が企業価値
200万円-150万円で差額の50万円がのれんである
(諸資産)320/(諸負債)170

(のれん)　50/(当座預金)200
↑営業権
*買収される企業の評価(自己資本の価値)

①純資産法
→資産合計-負債合計
②収益還元法
自己資本の価値=継承する純資産の額×(その企業の自己資本利益率/同業他社の自己資本利益率の平均値)

@買収される企業　12%

@同業他社平均　　9%

150万円×(12/9)=200万円
③株式時価法
買収される企業の発行済株式の時価総額
*のれんの償却
・要償却説　保守主義
・非償却説　5年
ｷﾀ━━━(ﾟ∀ﾟ)━━━ !!!!!

のれんとは何か?

のれんの資産性
のれん営業権の償却
ｷﾀ━━━(ﾟ∀ﾟ)━━━ !!!!!

(3)投資その他の資産
①有価証券のうち長期保有のもの
②預金,貸付金…決算日から一年を越えるもの
③破産,債券,更正債券…一年を越えるもの
④長期前払費用→1年を越えるもの
その他の資産→長期前払費用ですo
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[27]繰延資産
(1)意義
・対価の支払い(支払義務)が確定
・役務(サービス)の提供を受けたもの
・効果が将来にわたって発現する費用(本質は費用)

・対応の原則
費用と収益の対応
・固定資産,前払費用→換金性
商法→資本の充実(換金性のないものを載せると困る)

擬制資産(本来の資産ではないとする見方)→限定
(2)分類
①将来の効果の発現を期待して繰り延べた費用(会社設立までの基盤を形成する費用)

→創立費,開業費,試験研究費,開発費,新株発行費,社債発行費
②金利の性質をもつ前払費用
→社債発行差金
③資本の払戻し
→建設利息
社債発行差金→　額面>発行価額…割引発行


1000万円　100円当たり98円で発行
(当座預金)9,800,000
(社債)10,000,000

(社債発行差金)200,000→前払い利息
建設利息とは?

鉄道業・電力@資本の払戻
利益の有無に関わらず,株主に対して一定の報酬を支払うことが認められている
(建設利息)***/(現金)***

(3)償却
創立費・開業費→5年
開発費→5年
社債発行差金→償還期限
新株発行費・社債発行費→
建設利息
[28]負債
(1)意義
負債とは法律上の債務,あるいは会計的負債をいう
法律上の債務
→確定債務(期日,相手方,金額)→借入金,支払手形,買掛金など。
→条件付債務(少なくとも一つが確定していない)→退職給付引当金,製品保証引当金
会計的負債
→修繕引当金(債務ではない経済的負担)

ｷﾀ━━━(ﾟ∀ﾟ)━━━ !!!!!

(2)分類
流動・固定分類(流動負債と固定負債)

・営業循環基準,1年基準@分類の基準
営業循環基準→買掛金,支払手形,前受金=流動
1年基準→短期借入金=流動,長期借入金=固定
貨幣性負債と非貨幣性負債
貨幣性負債→将来金銭によって支払うべき債務
非貨幣性負債→金銭ではなく,財貨を提供すべき義務
ｷﾀ━━━(ﾟ∀ﾟ)━━━ !!!!!
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ｷﾀ━━━(ﾟ∀ﾟ)━━━ !!!!!

[30]引当金
(1)引当金とは
将来の資産減少に備えて,その合理的な見積額のうち当期の負担に屈する額を費用又は損失として計上するために設定された貸方科目。
(○○引当金繰入額)……

(○○引当金)……
↑費用(又は損失)



*自己金融効果=費用は発生しているのに支出せず,(減価償却を参照のこと)

・適正な期間損益計算という観点から,引当金が設定される
減価償却→事後的配分(繰延べ)

引当金→事前的配分(見越し)←未払い費用なども含まれる
・引当金の設定要件(4つ)

①将来性と費用性(損失性)がなければならない
②原因性がなければならない
③発生可能性が高い
④見積の合理性がなければならない
→これを満たすとき引当金を設定しなければならない
*退職給付引当金(一時金,年金)…OK

*地震災害損失引当金…②,③,④において満たせないため設定は不可
(2)引当金の種類
①評価性引当金→貸倒引当金
対応する資産からの控除額
②負債性引当金
将来の支出額に備えて設定
負債性引当金
→条件付債務…退職給付引当金
条件付債務以外…修繕引当金←商法上の引当金
(3)各種引当金
・特別修繕引当金
・製品保証引当金
・債務保証損失引当金
*偶発債務(普通は「～注記」で良いが発生可能性が高い時は「～引当金」となる)

・損害補償損失引当金
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資本の残り
資本の分類続き
[32]資本剰余金
(1)剰余金とは
純資産-資本金=剰余金
・資本剰余金→資本取引(直接的)によって生ずる剰余金
・利益剰余金→損益取引(間接的)によって生ずる剰余金
(2)資本準備金→外部に流出したり処分したりしてはいけない(維持しておく)

①株式払込剰余金
(当座預金)………(資本金)………
株式は発行総額の1/2までは資本金にしないことができる
資本金にしないという選択をした場合
(当座預金)………(資本金)……


(株式払込剰余金)……
ｷﾀ━━━(ﾟ∀ﾟ)━━━ !!!!!

②合併差益
二社で吸収合併
エニックス←スクウェア
スクウェアは消滅,エニックスは存続
スクウェアには資産もあれば負債もある→エニックスに引き継がれる
スクウェアの株主→エニックスの株主になる(株式が振替)

エニックスの株式をスクウェアの株主に交付する
吸収される側の方が財政的によくないので
スクウェアの株1株でエニックスの株0.8株など
エニックス
(諸資産)……
(諸負債)……


(資本金)……


(合併差益)……
現物の出資を受けて
資本金は増える(合併差益)

その資本金にしなかった部分が株式払込剰余金
ｷﾀ━━━(ﾟ∀ﾟ)━━━ !!!!!

(3)その他資本剰余金→処分可能なもの
①減資差益
資本金減少額＞払戻額(あるいは未処理損失額)

・事業規模の縮小
株式の買入償却(資本金)

(資本金)………
(現金)……


(減資差益)……
資本剰余金という扱い→処分可能
・欠損金の填補(てんぽ)

→資本金を取り崩して穴埋め
(資本金)………
(未処理損失)………


(減資差益)………
未処理損失の穴埋め。
資本金の取り崩しの方が多い場合→減資差益
資本準備金減少差益
②自己株式処分差益
自分が発行した株式を買う
買い入れの時
(自己株式)………
(現金)………
資本金を減らす
自己株式→資本からの控除
売却の時
(現金)……
(自己株式)……


(自己株式処分差益)……
有価証券の時
(有価証券)………
[33]利益剰余金
損益取引によって生じた剰余金
・処分済利益剰余金→(利益準備金,任意積立金)

・未処分利益(剰余金)

利益準備金→法律によって決められてる積立金
任意積立金→株主総会で決められる積立金
(1)利益準備金
利益処分による社外流出額
→配当金,役員賞与
それの1/10以上は利益準備金として積み立てていないとダメですo

(2)任意積立金
・使い道が特定されている(使途特定)

(社債の発行に備えて→減債積立金)

(退職金用→退職給付積立金)

(業績の悪いときも安定した配当を行いたいから→配当平均積立金)

(→欠損填補積立金)

取り崩すときは株主総会で承認を必要とするものと,必要としないものがある
目的を持ったものを目的通りに使う時は株主総会の承認を必要としない
使い道が特定されていない物→別途積立金
ｷﾀ━━━(ﾟ∀ﾟ)━━━ !!!!!

ﾃｽﾄ
後期　試験範囲
プリント一枚(固定資産の減損会計)

↑たぶん出る
B4で二枚
用語の説明(8問)3～4行
↑偏ってないよ
論述問題(2問)

ポイント毎に説明
意義とか種類とか…。
①引当金のところから論述問題は一問。
どういう場合に?条件は?

②細かいことではない
資産会計論
資産の本質とか評価
負債会計論
資本会計論
